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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，負債の公正価値測定と報告企業の信用状態の変化を中心に，公正価値会計
が抱える問題点について検討することである。本研究の主要な成果は，次のとおりである。（1）理念型の公正価値会
計を含め，IASBとFASBが提案した方法では，金融負債の公正価値測定の問題点を解決することは難しい。（2）貸借対
照表を重視する会計モデルは，意思決定支援機能と契約支援機能を損なう可能性がある。（3）公正価値会計は，銀行
の行動に影響を及ぼし，景気変動増幅効果をもたらす可能性がある。これらの結果は，資産と負債を公正価値で測定す
るストック重視の会計が会計情報の有用性を損なう可能性を示している。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to investigate issues in fair value accounting by foc
using on fair value measurement of liabilities and changes in own creditworthiness. The main results of th
is study are as follows. (1) It is difficult for the ideal fair value accounting and the accounting treatm
ents proposed by the IASB and the FASB to solve issues in fair value measurement of financial liabilities.
 (2) The accounting model that focuses on the balance sheet would have negative effects on the valuation r
ole and the contracting role of financial reporting. (3) Fair value accounting would lead banks to alter t
heir behavior and cause procyclicality. These results indicate that stock-based accounting that measures a
ssets and liabilities at fair value impairs the usefulness of accounting information.
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１．研究開始当初の背景 
 近年，国際会計基準審議会（IASB）と米
国の財務会計基準審議会（FASB）は，会計
基準のコンバージェンスを推進する中で，資
産と負債を公正価値で測定する会計基準を
公表してきた。かかる典型的な事例として，
金融商品の会計基準が挙げられる。IASB と
FASBは，2005年 10月に金融商品の全面公
正価値会計の導入を長期的な目標として定
め，審議を進めてきた。 
 金融商品の全面公正価値会計は，以前より
会計基準設定機関によって提案されてきた
が，経営者や銀行監督・規制機関（中央銀行）
を中心に反対されてきた。金融商品の公正価
値測定の拡大が反対されてきた 1つの理由と
して，金融負債の公正価値測定が挙げられる。
とくに報告企業の信用状態が悪化したとき
に金融負債を公正価値で測定すれば，金融負
債の測定額が小さくなり，利益が計上される
という直感に反した事象が生じる。このこと
は，会計基準設定機関において対処すべき難
題の 1つである。金融負債の公正価値測定は，
重要な研究課題である。 
 近年，金融商品，年金債務，および資産除
去債務を中心に負債の公正価値測定につい
て研究が行われ，国内外において，その成果
は蓄積されつつある。ところが，報告企業の
信用状態（信用リスク）に着目した負債の公
正価値測定は，国内外において研究成果が十
分に蓄積されているとは言い難い。 
 本研究の申請者である草野は，金融商品の
公正価値測定を検討素材として，業績報告に
ついて研究を進め，その成果として，2005
年に『利益会計論―公正価値評価と業績報
告』を出版した。その後も，金融商品の公正
価値会計に関連する研究報告を国内外で行
い，金融負債の公正価値測定を中心に論文を
公表してきた。ところが，負債の公正価値測
定と報告企業の信用状態の変化を巡る諸問
題について，十分に検討することが出来てい
なかった。そこで，研究を展開かつ深化させ
るために，本研究では，報告企業の信用状態
の変化に着目して，公正価値会計が抱える問
題点について検討する。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，負債の公正価値測定と報
告企業の信用状態の変化を中心に，公正価値
会計が抱える問題点について検討すること
である。かかる検討を通じて，公正価値会計
に内在する特性を明らかにする。 
 
（1）負債の公正価値測定と報告企業の信用
状態の変化に関する理論分析 
 負債の測定に関する研究は，1970 年代頃
より本格的に行われ始め，近年，オプション
理論を援用した研究成果も公表されている。
そこで，まず先行研究を分析することによっ
て，負債の公正価値測定を巡る議論を整理す
る。次に，金融負債を素材として，負債の公

正価値測定に関する代替的な処理方法につ
いて比較検討を行い，それぞれの処理方法の
特徴について考察する。さらに，金融負債の
みならず，他の関連領域に検討対象を拡張す
ることによって，負債の公正価値測定と報告
企業の信用状態の変化について幅広く検討
する。かかる検討を通じて，公正価値会計に
関する特性を抽出することが期待できる。 
 
（2）公正価値会計が財務会計の機能に及ぼ
す影響に関する分析 
 1990年以降，公正価値の概念と適用時点，
さらに IASBとFASBのコンバージェンスの
中で，公正価値の適用対象が拡張している。
このように，近年，公正価値評価は拡大して
いるが，公正価値会計は財務会計の機能にど
のような影響を及ぼすのであろうか。そこで，
今日，財務会計の機能として期待される意思
決定支援機能と契約支援機能に照らして，公
正価値会計が財務会計の機能に及ぼす影響
について分析する。さらに，金融危機を契機
として，公正価値会計と金融の安定性（景気
変動増幅効果）の関係について議論されてい
る。そこで，公正価値会計と景気変動増幅効
果の関係について分析する。かかる検討を通
じて，公正価値会計に関するインプリケーシ
ョンを抽出することが期待できる。 
 
３．研究の方法 
 本研究の目的を達成するために，以下のよ
うに研究を進める。 
 
（1）公正価値測定に関するプロジェクトの
整理・分析 
 IASB と FASB は，会計基準のコンバージェ
ンスを推進するために，多くのプロジェクト
を遂行している。たとえば，本研究の研究対
象と密接に関連するプロジェクトの中で，概
念フレームワークについて，検討が進められ
ている。IASB と FASB が進めるプロジェクト
の動向は，本研究に重要な影響を与えるので，
関連する資料・文献を渉猟しながら，当該プ
ロジェクトの特徴を明らかにする。 
 
（2）負債の公正価値測定と報告企業の信用
状態の変化に関する理論分析 
 負債の測定に関する研究は，1970 年代頃よ
り本格的に行われ始めた。まず，先行研究を
サーベイすることによって，負債の公正価値
測定を巡る賛否両論とその根拠について整
理する。 
 次に，金融負債を素材として，負債の公正
価値測定に関する代替的な処理方法につい
て比較検討を行い，それぞれの処理方法の特
徴を明らかにする。その際に，オプション理
論を援用した処理方法（金融負債の公正価値
を，契約上のキャッシュ・フローを無リスク
利子率で割り引いた部分とデフォルト・プッ
トに区別する方法）も検討の対象に含め，代
替的な処理方法が期間損益計算にどのよう



な影響を与えると考えられるのかについて，
構造分析を行う。 
 
（3）公正価値会計が財務会計の機能に及ぼ
す影響に関する分析 
 今日，財務会計の機能として，意思決定支
援機能と契約支援機能が指摘される。公正価
値会計が財務会計の機能に及ぼす影響を分
析するために，実証研究のサーベイを行う。
意思決定支援機能と契約支援機能を分けて，
公正価値会計がそれぞれの機能に与える影
響について検討する。さらに，公正価値会計
が景気変動増幅効果を促進するのか否かを
分析し，公正価値会計と金融の安定性の関係
について検討する。 
 
４．研究成果 
 本研究の目的は，負債の公正価値測定と報
告企業の信用状態の変化を中心に，公正価値
会計が抱える問題点について検討すること
である。4年間の研究期間（2010 年度～2013
年度）で，14本の論文（雑誌論文，図書の分
担執筆，ワーキングペーパー），国内外で 13
の学会報告を行った。本研究の主要な成果は，
以下のとおりである。 
 
（1）負債の公正価値測定と信用状態の変化 
 報告企業の信用状態の変化を考慮して，金
融負債を公正価値で測定する場合，「負債の
パラドックス」が生じることが懸念される。
「負債のパラドックス」を解決する 1つの方
法として，貸借対照表の純資産簿価で株主価
値を表示する理念型のストック重視の会計
を採用することが考えられるが，現行の財務
報告の目的に抵触するために採用できない。
そこで，オプション理論を援用した先行研究
で提案された方法や IASB や FASB で提案され
た方法によって，「負債のパラドックス」を
解決できるのかについて検討したところ，い
ずれの方法を採用しても難しいことが明ら
かとなった。 
 
（2）ストック重視の会計と会計情報の有用
性 
 近年，IASB と FASB は，会計基準のコンバ
ージェンスを推進する中で，公正価値測定の
拡張とオンバランス項目の拡大を通じて，貸
借対照表を重視する会計モデルを採用する
傾向にある。ストック重視の会計が採用され
たとしても，ストック情報の意思決定有用性
が改善しない可能性があり，その一方で利益
情報（フロー情報）の有用性が低下するため
に，全体として，意思決定支援機能が損なわ
れる可能性がある。このことは，貸借対照表
を中心とするストック重視の会計が投資意
思決定に有用な会計情報を提供することが
期待できないことを意味する。 
 
（3）公正価値会計が財務会計の機能に及ぼ
す影響 

 財務会計の機能を意思決定支援機能と契
約支援機能に分けて，公正価値会計が各々の
機能に及ぼす影響について分析した。まず，
公正価値測定の拡大が契約支援機能に及ぼ
す影響について検討した。公正価値測定の拡
大は，会計情報の契約上の有用性を低下させ，
契約支援機能にマイナスの影響を与える可
能性があることを示した。次に，認識と開示
の差異が財務会計の意思決定支援機能に及
ぼす影響について検討した。その結果，現時
点では，意思決定有用性の観点から，認識と
開示の間に差異があるとは必ずしも明確に
言うことはできないことが分かった。 
 
（4）公正価値会計と景気変動増幅効果 
 公正価値会計が景気変動増幅効果をもた
らしたのか否かを分析するために，金融危機
前の好況期に焦点を当て分析した。証券化会
計の売却会計は，公正価値会計と同じ利益効
果を有することから，金融危機前に公正価値
会計の代替として機能していたと考えられ
る。そこで，証券化会計と景気変動増幅効果
の関係について検討した。売却会計は，好況
期に自己資本比率を大きくするため，銀行の
融資行動に影響を及ぼし，景気変動増幅効果
を促進したと考えられる。このことは，公正
価値会計が景気変動増幅効果を促進させる
ことを示唆する。 
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